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1．はじめに：研究の背景と目的
　2000年代に入り、携帯電話に代表される情報通信
技術（ICT: Information and Communication Tech-
nology）は、先進国のみならず新興国や途上国にま
で爆発的に普及している。従来の技術は、所得水準
や教育水準の低さが制約となり途上国での普及は困
難だった（James ［2016］）。しかし、ICT は所得水
準・教育水準を問わずグローバルに普及し、かつて
懸念されていたデジタル・ディバイドが縮小すると

同時に、経済・社会の発展や貧困削減に寄与してい
る（Hilbert ［2014］, World Bank ［2016］）。
　こうした実態を踏まえて、ICTのグローバルな普
及と経済発展について数々の先行研究がなされてき
たが、その多くは普及が拡大・加速する局面に焦点
を当てており、普及の拡大が鈍化して頭打ちになり、
飽和水準に落ち着いていく成熟期に着目した研究は
進んでいない 1。特に、途上国における ICT 利活用
の中心である携帯電話は 2000 年代中盤の普及加速
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期から15年近くが経過し（山崎・篠﨑［2022］）、途
上国を含めた多くの国・地域で携帯電話の普及が落
ち着き成熟しつつある様子も観察されている（鷲尾
他［2024］）。ただし、たしかに成熟期と言えるのか、
そうであればいつからか、加速期から成熟期までの
期間や飽和水準はどのくらいか、それらが各国・地
域別および所得水準別にどう異なるか、といった点
については必ずしも明らかにされていない。また、
ICT の普及がビッグプッシュとなり経済発展の軌道
に乗った国々が、成熟期に達した後も持続的かつ自
律的な発展を達成できているか、そのための条件、
要因、メカニズムは何か、などを検証するには、各
国・地域における成熟期を正確に特定化することが
求められる。
　そこで本稿では、世界215カ国・地域における携帯
電話の普及が成熟期に達しているか否か、達してい
るとすればいつかを検証する。具体的には、Rogers
の S カーブ理論に基づき、イノベーション普及モデ
ル（Logisticモデル）を用いて実証分析を行う。この
分析で得られる知見は、グローバルなICT普及の実
態に対する理解を深めることに加え、ICT 普及の経
済効果について、時期区分（加速期・成熟期）を考
慮した詳細な分析の一助になることが期待される。

2．先行研究と本研究の位置づけ
2-1．携帯電話の普及に関する先行研究
　途上国を含めたICTのグローバルな普及について
は2000年代以降様々な研究がなされている。Comer 
and Wikle（2008）は、1995年から2005年までの206
カ国・地域を対象に、携帯電話の普及に関するデー
タ観察を行っている。それによると、当初欧州やア
メリカ州が多くを占めていた携帯電話総契約数にお
いて、2001 年にアジアが他の地域を上回ったこと、
アフリカや東欧でも急速に普及が進んでいること、
いずれの地域でも携帯電話普及率の年平均成長率は
20%以上で推移し、人口増加率を上回っていること
などが明らかとなった。また、Hilbert （2014）は、
通信容量、帯域幅といった情報通信の性能や質に関
する包括的なデータを用いてデータ観察やジニ係数
の計測を行っている。その結果、携帯電話を中心に
ICTが途上国にまで急速に普及したことで、デジタ
ル・ディバイドの問題が従来の通信技術インフラの

「普及」という段階から通信インフラの「技術的能
力」の格差という第 2 段階に入り、水準の格差は依

然としてあるものの 2006 年から 2010 年にかけて縮
小の兆しが観察できると指摘している。
　普及時期に着目した研究として、山崎・篠﨑（2022）
は、1990 年から 2016 年までの 178 カ国・地域を対
象に、各国における携帯電話の普及加速期を構造変
化点分析によって特定し、1997 年前後に加速した
先進国に続き、2002 年から 2004 年ごろに BRICS、
移行経済、ASEAN、アフリカ諸国が加速期を迎え
たことを明らかにした。続いて、鷲尾他（2024）は、
215 カ国・地域を対象に、1990 年から 2020 年まで
の様々な ICT の普及率と所得水準・教育水準の関
係やジニ係数等についてデータ観察を行っている。
それによると、2000 年以降携帯電話やインターネッ
トが所得水準・教育水準の低い地域にまで広く普及
しジニ係数が急速に低下していること、ただし、イ
ンターネットのジニ係数が 2020 年までほぼ一定の
ペースで低下し続けている一方、携帯電話のジニ係
数低下は 2010 年以降鈍化していること、等が明ら
かになった。

2-2．携帯電話の普及が経済発展に与える影響
　携帯電話のグローバルな普及を背景に、それらが
経済発展に与える影響についても、数々の実証研究
がなされている。Bahrini and Qaffas（2019）は、中
東およびアフリカの 45 カ国を対象に、2007 年から
2016 年までのパネルデータを用いて経済成長に対
するICTの影響を分析している。その結果、固定電
話を除き、携帯電話、インターネット、固定ブロー
ドバンドの普及が 1 人あたり GDP の成長を促すこ
とが示されている。Appiah-Otoo and Song （2021）
は、2002 年から 2017 年までの 123 カ国を対象とし
たパネルデータを用いて、携帯電話、インターネッ
ト、固定ブロードバンドの各普及率から作成した
ICT 指標が 1 人あたり GDP に正の影響を与えるこ
とを明らかにし、その影響は富裕国よりも貧困国の
方が大きいと結論づけている。
　また、携帯電話普及と所得水準の因果関係に着目
した研究として、Lam and Shiu（2010）は、1980 年
から 2006 年までの 105 ヵ国を対象にグレンジャー
因果性検定を行っている。その結果、携帯電話普及
率と 1 人あたり GDP との間には、高所得国のみな
らず低所得国でも、双方向の因果性が確認された。
さらに、Evans（2019）は、2001 年から2015 年にお
ける47カ国のアフリカ諸国を対象に、主成分分析を
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用いて携帯電話とインターネットの普及率から ICT
指標を作成し、グレンジャー因果性検定により 1 人
あたり GDP との関係を検証している。その結果、
ICT 指標と1人あたりGDPの間には、短期的にも長
期的にも双方向の因果性があることが実証された。

2-3．本研究の位置づけ
　これらの先行研究からは、グローバルな携帯電話
の普及とその影響について次の 3 点が明らかとな
る。第 1 に、携帯電話は所得水準や教育水準の低い
地域にも広く普及し、デジタル・ディバイドが改善さ
れていること、第 2 に、携帯電話の普及は、先進国
の 1990 年代後半に続き、2000 年代前半に BRICS、
ASEAN、アフリカ、移行経済等で加速期を迎え、
所得水準の向上に有意な影響を与えていること、第
3 に、急速な携帯電話の普及に 2010 年代以降鈍化
傾向が見え始めたこと、である。
　同時に、先行研究で残された課題として次の 2 点
が浮かび上がった。第 1 に、携帯電話に象徴される
ICT が経済発展に与える影響について、加速期や
成熟期等の普及時期を考慮した実証分析が十分にな
されていない。ICT の経済効果については、正の
効果を検証する分析結果のみならず、否定的な分析
結果も存在する（Odhiambo ［2022］）。その一因とし
て、ICT の普及は非線形に推移し、普及時期によっ
てその経済効果の程度は異なる可能性があるため、
分析期間の違いがこうした不一致を生んでいると考
えられる。したがって、加速期や成熟期を厳密に特
定した上で、普及のフェーズを区分した詳細な実証
分析が求められる。ただし、第 2 の課題として、普
及加速期に関する実証研究はなされているものの、
成熟期に焦点を当てた実証研究は進んでいない。鷲
尾他（2024）は、多国間長期データの観察によって
世界的に ICT の普及（特に携帯電話）が鈍化傾向に
ある点を指摘しているものの、厳密に各国・地域で
ICT 普及が成熟期を迎えているか否か、迎えてい
るとすればいつかは明らかにされていない。
　これらの課題を踏まえ、本稿では、イノベーショ
ンの普及理論（RogersのSカーブ）に基づき、Logis-
tic モデルを用いて、215 カ国・地域における携帯
電話の普及成熟期を定量的に特定する。

3．分析手法とデータセット
3-1．普及理論：Rogers の Sカーブ
　新たな技術や製品の普及に関する研究で広く受
け入れられている理論として 1962 年に Rogers に
よって広められたイノベーションの普及理論がある

（Nieva ［2015］）。Rogers は、時間要素を取り入れて
イノベーションの採用者を分類し、その普及過程は、
釣鐘型の正規分布（頻度基準）から導かれた S 字型
の普及曲線（累積基準）で示すことができるという
理論的枠組みを提示した（Rogers ［2003］）。具体的
には、時間軸に沿って採用者を Innovators（2.5%）、
Early adopters（13.5%）、Early majority（34%）、
Late majority（34%）、Laggards（16%）の 5 つに
分類し、それらを元にイノベーションの累積普及率
の推移を示すと S 字型の曲線を描くことができる

（図 1）。この曲線がいわゆる Rogers の S カーブで
ある。
　Rogers の S カーブに基づくと、普及率が 16% を
超える辺りからEarly majorityが市場に参加し始め
て普及が急速に加速し（take-off）、Late majority に
行き渡る 84% 付近で急速に鈍化し始める（mature）。
この枠組みに準拠すれば、16% と 84% の普及率（閾
値）に達する時期をそれぞれ加速期、成熟期への転
換期とみなすことができる。
　ただし、本稿が対象とする携帯電話については、
16%、84% の普及率が必ずしも加速期、成熟期の閾
値にあたるとは限らない。なぜなら、Rogers の枠
組みでは、累積普及率の上限、すなわち飽和水準が
100% と仮定されているが、本稿で使用する ITU の
携帯電話普及率（Mobile cellular subscriptions per 
100 inhabitants ［%］）は、SIM ベースの契約数を人

図1　Rogers の Sカーブ
（出所）Rogers（2003）を基に筆者作成。
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口で除して算出されるため、100% を超える場合が
あるからである。その場合、図 2-①で示す通り、成
熟期の閾値は飽和水準に比例して大きくなり、逆
に、所得水準や教育水準など様々な経済・社会要因
によって累積普及率の上限が 100% に達しない場合
には、飽和水準に比例して小さくなると考えられる

（図 2-②）。
　すなわち、飽和水準によって S カーブは相似形
に変化し、加速期と成熟期の閾値は比例的に上下す
ると考えられる。そこで、本稿では、まず各国別に
普及の飽和水準を推定し、閾値を比例的に変化させ
て求めた上で加速期と成熟期を特定化する。

3-2．モデルの特定化：Logistic モデル
　Rogers が提示したような S 字型の曲線を数理的
なモデルに特定化し、それに基づき飽和水準を特定
すべく、本稿では Logistic モデルを用いる。
　Logistic モデルは、イノベーション普及を表す代
表的なモデルとして、その有用性が多くの検証に
よって認知されており（弘岡［2003］）、携帯電話や

インターネットの普及に関する分析でも広く採用さ
れている（例えば、Andres et al. ［2010］, Wu and 
Chu ［2010］）。具体的には、次の微分方程式（1）で
表される。

　
dN
dt

＝rN（1－
N
K）� （1）

　ここで、N は普及率、r は内的自然増加率、K は
飽和水準、t は時間を表す。普及率 N を時間 t の関
数として微分方程式を解くと、以下の（2）式が求め
られ、これが変曲点で対称な S 字型の曲線を描く。
l
t→∞
im N（t）＝K であることから、このモデルは普及率
が時間の経過によって最終的に飽和水準 K へ収束
することを表しており、これを用いて各国・地域の
飽和水準 K を求めることができる。また、内的自然
増加率と呼ばれるパラメータ r は拡散係数とも呼ば
れ、普及の速度を表すと解釈される（弘岡［2003］，
Massini ［2004］）。

　N（t）＝
K

1＋e－r（t－m）� （2）

　なお、イノベーション普及モデルには Logistic モ
デルの他に Gompertz モデルや Bass モデルなど複
数のモデルが存在するが、本稿では、①先行研究で
広く一般に用いられていること、②普及率のデータ
が豊富にある場合、各モデルのパラメータは類似し
た結果を示す傾向にあり、モデル毎に分析結果に著
しい差異は生じないと考えられること（Parvin and 
Beruvides ［2021］）、などを勘案しLogisticモデルを
採用することとした。推定方法は、非線形最小二乗
法（NLS: Non-linear Least Squares）を用いる 2。

3-3．成熟期の検証方法
　以上を踏まえ、RogersのSカーブに基づき Logis-
tic モデルを用いて、以下の 3 つのステップで成熟
期を検証する。
　まず、① NLS で各国・地域の飽和水準 K を推定
する。次に、② Rogers の S カーブに基づき、飽和
水準 K に対する 84% を閾値（K×0.84）として求め
る。③最後に、この閾値を初めて超えた年を当該国
が成熟期に達した年とする。
　具体例として、オーストラリアにおける推定例を
示している（図 3）。NLS による推定を行った結果、
オーストラリアにおける携帯電話普及率の飽和水準

図2-②　飽和水準が50%の時の成熟期の閾値
（出所）筆者作成。

図2-①　飽和水準が150%の時の成熟期の閾値
（出所）筆者作成。
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は K＝108.73% であり、成熟期の閾値（K×0.84）は
91.33% になる。この 91.33% に初めて達した 2006
年がオーストラリアにおける成熟期とする。
　また、加速期から成熟期までの期間を計測するた
め、加速期の特定もあわせて行う。成熟期と同様に
推定された飽和水準 K を用いて、飽和水準の 16%
を加速期の閾値（K×0.16）として求め、これを初
めて超えた年を当該国の加速期とする。

3-4．データセット
　本稿の分析で用いる対象国およびデータについて
は、山崎・篠﨑（2022）に準拠し、最新版に更新・
拡充した（表 1）。具体的には、1990 年から 2020 年
までの 215 カ国・地域を対象とし、携帯電話普及率
は ITU World Telecommunication/ICT Indicators 
Database2021の「Mobile cellular subscriptions per 
100 inhabitants（%）」を用いる 3。
　また、所得水準による成熟期や飽和水準の違いを
検証するべく、World Bank の分類に準拠して 4 つ
の所得グループ別（高所得国、高中所得国、低中所
得国、低所得国）にも分析を行う 4。グループ別に
分析する際には、各所得グループのパネルデータを、
単一の時系列データに集計し推定を行う 5。
　集計した所得グループ別の普及率の推移をみると

（図4）、いずれのグループでもRogersが示すように
普及率が S 字型で推移している。高所得国が 1990
年代後半に普及が加速したのに続き、2000 年代中
盤以降に中所得国や低所得国でも普及が加速してい
る。その後、いずれのグループでも 2010 年代以降
には普及が鈍化し横ばいで推移しており、成熟期を
迎えている様子が窺える。

4．分析結果
4-1．215カ国・地域における成熟期
　各国・地域毎に NLS で推定した結果、215 カ国
中 212 カ国で飽和水準が算出され 6、209 カ国で成
熟期に達していることが確認された（表 2）。209 カ
国の飽和水準と成熟期を散布図で表したものが図 5
である。これをみると、2000 年代中盤から後半に
かけて高所得国や一部の高中所得国を中心に成熟期
を迎えたのち、2010 年代前半から中盤にかけて、
低中所得国や低所得国等の多くの国でも成熟期が確
認できる。実際に、各年毎に成熟期へ達した国数を

図3　成熟期の推定例（オーストラリア）
（出所）分析結果より筆者作成。

表1　対象国及びグループ分け一覧

（出所）�山崎・篠﨑（2022）および World Bank の分類に準
拠し、筆者作成。

図4　所得グループ別の携帯電話普及率
（出所）ITU より筆者作成。
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（注）表中の「-」は成熟期が確認されなかった（閾値を超えていない、飽和水準が推定できていない場合を含む）ことを示している。
（出所）分析結果より筆者作成。

表2　各国・地域の成熟期検証結果
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カウントすると、2006 年から 2015 年まで毎年10カ
国以上の国が成熟期を迎えている（図 6）。また、飽
和水準についてみると（図 5）、高所得国では多く
が 100～150% の範囲に収まっており、各国間のバ
ラつきが小さい様子が観察される一方、高中所得国
ではアメリカンサモアの 4.1% からタイの 186.4% ま
で、低中所得国ではミクロネシアの 24.5% からコー
トジボワールの 155.4% まで、低所得国では北朝鮮
の 22.0% からガンビアの 127.3% まで開きがあり、所
得グループ間

3

、所得グループ内
3

で差があることがわ
かる。

4-2．所得グループ別の推定結果
　集計データによる所得グループ別の推定結果が表
3である。2008 年の高所得国に続き、2013 年に高
中所得国、低中所得国、2014 年に低所得国でそれ
ぞれ成熟期に達していることが確認された。飽和水
準については、低所得国の 58.4% から高所得国の
122.5% まで、所得水準が高いグループほど高くなっ
ている。

　また、内的自然増加率 r を比較すると、低中所得
国、低所得国、高中所得国、高所得国の順に推定値
が大きい。これは所得水準の低い地域の方が携帯
電話の普及速度が早いことを示しており、普及が
Leapfrogging 的に急速に進んでいるといえる 7。
　表 3の推定結果を観測値と重ねてグラフで示した
ものが図 7-①～④である。これをみると、いずれの
グループでも加速期以降に普及率の伸びが加速し、
成熟期を迎えると普及の伸びが鈍化していることが
窺える。さらに加速期について先行研究（山崎・篠
﨑［2022］）での結果と比較すると、殆どの国で本稿
の推定結果と 2 年以内の差に収まっており、山崎・
篠﨑（2022）の推定結果の 95% 信頼区間が約 2 年で
ある点を考慮すると、両者の結果は概ね一致する 8。
以上の点を踏まえると、本稿の分析結果は一定の妥
当性があると考えられる。

4-3．基本統計量
　推定結果を詳細に分析すべく、各国・地域の成熟
期、飽和水準について所得グループ毎に基本統計量
をまとめたものが表 4、表 5である。まず、成熟期
についてみると（表 4）、平均値では高所得国が 2008
年と最も早く、高中所得国（2010 年）、低中所得国

（2013 年）、低所得国（2014 年）と続いている。前述
の図 5、図 6での観察結果と符合し、携帯電話の普
及は 2000 年代後半に高所得国が先んじて成熟期を
迎え、2010 年代前半を中心に中所得国や低所得国
でも成熟期に達したと結論付けられる。
　次に、飽和水準については（表 5）、平均値で比較
した場合、高所得国（133.8%）が最も高いが、BRICS
等の新興国をはじめとする高中所得国で 117.1%、
東南アジアやアフリカの途上国を含む低中所得国で
99.9% と、高所得国と遜色ない水準に達している。

図5　各国の飽和水準と成熟期
（出所）分析結果より筆者作成。

図6　成熟期を迎えた国の数（年別、累積）
（注）単位：カ国（出所）分析結果より筆者作成。

（注）*** は有意水準 0.1% で有意。
（出所）分析結果より筆者作成。

表3　所得グループ別の推定結果
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中には、タイ（飽和水準 186.4%）やコスタリカ（同
175.7%）、コートジボワール（同 155.4%）やミャン
マー（同 151.1%）など、高所得国よりも高い水準に
達している国もあり、Leapfrogging 的な普及が窺
える。一方、低所得国は 67.1% と高所得国のおよそ
半分であり、所得等の制約により飽和水準が低く
なっていると考えられる。
　ここで、飽和水準の変動係数を比較すると、普及
率が突出して高い香港とマカオの飽和水準（それぞ
れ 291.3%、446.2%）を外れ値として除いた場合、高
所得国が最も小さい一方で、中所得国や低所得国の
バラつきが大きく、図 5での観察結果と一致する。
特にバラつきの大きい低所得国では、政情が不安定
な中央アフリカ（飽和水準 29.7%）や内戦が生じる
南スーダン（同 22.7%）など、発展が遅れているサ
ブサハラアフリカ地域では全体的に低めである一方
で、同じ所得水準でもガンビア（同 127.3%）やマリ

（同 124.3%）など高い飽和水準に達している国もあ
り、飽和水準の差が顕著であることが窺える。
　さらに、加速期から成熟期に至るまでの期間（年）
を算出し、その基本統計量を所得グループ別にまと
めたのが表 6である。平均値で比較すると、高中所
得国、低中所得国、低所得国の 6.7 年に対し、高所
得国は 8.7 年と期間が長かった。すなわち、所得水

図7-①　高所得国の推定結果
（出所）分析結果より筆者作成。

図7-②　高中所得国の推定結果
（出所）分析結果より筆者作成。

図7-③　低中所得国の推定結果
（出所）分析結果より筆者作成。

図7-④　低所得国の推定結果
（出所）分析結果より筆者作成。

表4　基本統計量：成熟期（年）

（出所）分析結果より筆者作成。

表5　基本統計量：飽和水準（％）

（出所）分析結果より筆者作成。
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準の低い国の方が加速期から成熟期へ短期間で達し
ており、ここでも Leapfrogging 的な普及が窺える。
　前述の通り、BRICS 等の新興国をはじめとする
高中所得国、東南アジアやアフリカの途上国を含む
低中所得国では加速期から成熟期までの期間が短い
だけでなく、高所得国と同等以上の飽和水準に達し
ている国も見受けられる。この計測結果と前節の内
的自然増加率の比較結果を踏まえると、これらの地
域では「水準」と「速度」の両面で、携帯電話が
Leapfrogging 的に普及していると結論付けられる。
このように新興国・途上国で携帯電話が爆発的に普
及した要因としては、①固定電話が普及していな
かったこと、②旧技術となった第 2 世代（2G）の設
備と端末が低価格で途上国に供給されたこと、③無
線施設は河川地帯や山岳地帯などの難所でも「点」
で整備できること、④基地局に発電機を設置すれば
電力送電網が不要であること、⑤文字が読めなくて
も音声で利用できること、⑥プリペイド式で低所得
層を対象としても面倒な加入手続きや料金徴収事務
が不要であること、⑦端末の共有が容易で費用負担
を軽減できること、などが指摘されている（James 

［2014］，篠﨑・田原［2014］）。

5．おわりに：まとめと今後の課題
　本稿では、Rogers の S カーブ理論に基づき、Lo-
gistic モデルを用いて、215 カ国・地域における携
帯電話の普及成熟期の検証を行った。その結果、次
の 3 点が明らかになった。
　第 1 に、分析対象の 215 カ国中 209 カ国・地域で
2000 年代後半から 2010 年代前半を中心に成熟期を
迎えたことが判明した。これを所得グループ別にみ
ると、高所得国の 2008 年に続き、2013 年から 2014
年にかけて中所得国や低所得国も成熟期を迎えてい
る。第 2 に、各国・地域の飽和水準はグループ間、

グループ内で開きがあり、変動係数をみると、特に
低所得国でグループ内のバラツキが顕著であっ
た。第 3 に、Logistic モデルで推定される内的自然
増加率で普及速度を導き、グループ毎に比較する
と、高所得国よりも低中所得国や低所得国など所得
水準の低い地域で普及速度が速いことが明らかと
なった。これに関連して、加速期から成熟期までの
期間をみると、高所得国（平均 8.7 年）に比べ、高
中所得国、低中所得国、低所得国（いずれも平均 6.7
年）では短期間であり、新興国や途上国においては、
水準だけでなく、速度という観点からも携帯電話が
Leapfrogging 的に普及している様子が窺える。こ
れらの分析結果は、携帯電話普及の経済効果につい
て、時期区分（加速期・成熟期）を考慮した詳細な
分析の一助になることが期待される。
　ただし、本研究の分析では各国における携帯電話
の普及率が Rogers の S カーブおよび Logistic モデ
ルに従って推移することを前提にしている点には留
意が必要である。今後、推定結果の頑健性について
検証すべく、構造変化点分析等の計量分析を適用
し、本稿の推定結果と比較することで精緻に追検証
することが求められる。
　また、発展させるべき今後の研究課題として、携
帯電話と同様にグローバルな普及が進んでいるイン
ターネットについて、加速期・成熟期の検証を行い、
携帯電話の分析結果と比較することが期待される。
さらに、本稿で特定された加速期や成熟期を活用し
た応用研究、例えば、携帯電話と所得水準間の因果
関係は加速期・成熟期の前後でどう変化している
か、途上国において成熟期に達した後も持続的な発
展が続いているか否か等、普及時期を区分した詳細
な実証分析が求められる。これらは、本稿に残され
た研究課題として記しておきたい。
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注
1　 本稿での「成熟期」はあくまで普及率

3 3 3

の伸びが鈍
化し、飽和水準に落ち着いていく時期を指してお
り、ICT の質（性能）や上位レイヤーの利活用動
向の成熟を意味するものではない点には留意が必
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要である。むしろ、ICT ハードである携帯電話や
インターネットが広く行き渡り、途上国でもデジ
タル化が進むことで、データトラフィックの急激
な増加が見込まれており（UNCTAD ［2024］）、AI
の実装化など上位レイヤーの利活用により、ICT
分野は今後もさらに発展していくと考えられる。

2　 統計ソフト R の nls 関数で推定を行った。nls 関
数では、初期値を指定し数値計算法による収束計
算で、パラメータを推定する。指定する初期値に
よって推定されるパラメータの値は僅かに異なる
が、本稿の分析では初期値を変更しても少なくと
も小数点 1～2 桁までは共通しており、今回の成
熟期の検証には大きな支障はないと考えられる。
なお、初期値は runif コマンドを用いてランダム
に指定している。

3　 ここでの携帯電話契約数は、セルラー技術を用い
て公衆交換電話網へのアクセスを提供する携帯電
話サービスの SIM ベースの契約数を指す。プリペ
イド形式とポストペイド形式の両方が含まれ、1Gか
ら5Gまで音声通信を提供する全ての携帯電話契約
が対象となっている。なお、データ通信のみの契約、
USB モデム、ポケットベル等は対象外である。詳
細な定義については ITU（2020）を参照されたい。

4　 本稿では、分析期間の最新年である2020 年の所得
分類基準を採用する。具体的には、2020 年の「GNI 
per capita in US$（Atlas methodology）」が 12,696
ドル以上の国を高所得国、4,096 ドル以上 12,695
ドル以下の国を高中所得国、1,046 ドル以上 4,095
ドル以下を低中所得国、1,045 ドル以下の国を低所
得国とする。なお、French Guiana、Guernsey、
Jersey、Netherlands Antilles、Palestinian Au-
thority の 5 カ国については World Bank にて分類
がなされていないため、「その他」として所得グ
ループ分けの対象から除外した。

5　 所得グループ毎に、各年の総携帯電話契約数を総
人口で除して算出する。

6　 Curacao、Eritrea、Virgin Islands の 3 カ国につい
ては、欠損値の多さ等によりパラメータを収束さ
せる初期値を得られなかったため、飽和水準を推
定できていない。

7　 携帯電話の普及における Leapfrogging の定義や
意味合いについては、文脈により様々であるが、
本稿では途上国での普及の水準や速度が先進国を
上回る（overtake）という意味で用いている。詳細
なLeapfroggingの定義については、Huang（2011）
等を参照されたい。

8　 山崎・篠﨑（2022）の分析対象国である 178 カ国
に対し、本稿では Eritrea を除く 177 カ国で加速
期を特定した。そこで、両者の推定結果の差の絶
対値（ズレ）を計測すると、ズレの平均値、最頻値、
中央値はいずれも 2 年に収まっていた。
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